
第６回第三者委員会における意見への対応

第６回会合における意見への対応

・耕作放棄の防止や集落機能の維持に加え、農業生産体制の整備や所
得向上、取組体制の強化など更なる成果を上げるためには、事例など
の情報流通を上げていくことが必要ではないか。

玉沖委員

星野委員

・普及員等の行政担当者が少なくなってきている中、現場のサポート
体制をどうするかが問題である。

玉沖委員

・支援機関（市町村等）の支援が手薄ではないか。 市田委員

・ＮＰＯ等のサポート組織なども出てきており、集落への支援は「半
官半民」でもできるのではないか。

図司委員

・市町村行政に取組の質を高める機能があるか、システムとして見せ
ていけるか、人と人をつなぐ支援が必要ではないか。

岡田委員長

・少人数でも取り組めるビジネスモデル（付加価値を上げていく）を
事例として示すべき。事例の内容は「誰にどのようなものを売るか」
「どのように運ぶか」「調理はどうするか」など「発想の事例集」と
すべき

河合委員

・中間年評価で紹介した取組事例等について、以下の視点で深堀り調査
を実施し、取りまとめの上、都道府県、市町村、集落等に広く情報発信
する。

① コンセプト(どのような発想で付加価値を付けたか）
② 売り方（どこに、誰を対象に、何をどれだけ売るか）
③ ＰＲ方法（自然や風土、食文化、安全、有識者の監修等）
④ どのような人にアドバイスを求めたか（どのような内容を誰に）
⑤ 活用した支援策（何を実現するために、どのような支援策を活用した
か）
⑥ 成功のプロセス（①～⑤等の取組経過）

・共同取組活動や体制整備単価の取組が、現場においてどのように進
められ、どのような効果があったのか（程度や度合い）、都道府県の
評価に盛り込む必要がある。

図司委員
・都道府県の最終評価において、共同取組活動や体制整備単価の取組が
どのように進められ、どのような効果があったかを都道府県で議論の
上、評価に盛り込んでいただく。

委員からの意見

・中間年評価で紹介した取組事例等について以下の視点で深堀り調査を
実施し、取りまとめの上、都道府県、市町村、集落等に広く情報発信す
る。

① 取組体制の概要
② 広域化や地域運営組織、ＮＰＯ法人、土地改良区など多様な組織との
連携によって可能となった取組（農業生産性の向上、所得向上、人材の
確保、事務局機能の強化等）
③ 支援体制の強化に関するツール（交付金を活用した人員の確保など事
務負担の軽減、取組を支援する者とのコーディネート、各種の情報を集
落に円滑に周知するための工夫等）
④ 成功のプロセス（①～③等の取組経過）
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